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１．委員名簿 

▼ 任期は、Ｈ２９．６．７からＨ３１．６．６までの２年間 
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２．教育委員会の諮問の概要 

▼ 平成２９年第５回定例会（４月２６日）に上程し、下記概要のとおり決議 

「岐阜市教育大綱」や「コンパス・キューブ」を踏まえた、 
今後５年間の教育政策の目指すべき方向性及び主な施策について 

■諮問事項 

■理由 

１．岐阜市は、「教育立市」を標榜、国や他の自治体に先駆けた教育施策に取組んできた 
 ○平成２５年３月に策定した第２期教育振興基本計画に基づき、様々な施策を実施 
  ・英語教育（小学校１年生からの教科化、イングリッシュ・キャンプ） など 
２．一方で、未知の時代の到来（IoTや人工知能の加速度的な発達、高齢化社会等） 
 ○社会の変化に対処できる力を身につけるための教育が求められている 
 ○岐阜市の子どもたちは義務教育終了段階の学力が高い水準にある一方、意欲や志といった熱意（パッション）が低調 
３．状況を踏まえ、市長が「岐阜市教育大綱」を教育委員会と協議の上策定、「果敢に挑戦できる子どもを育む」ことを掲げた 
 ○教育委員会においても、教育により育むことを目指す資質・能力についての「コンパス・キューブ」モデルを作成 
  ・コンテンツ（基本的な知識や技能）、パッション（学びに向かう力等）、スキル（思考力、判断力、表現力等）を 
   立方体の３つの軸として捉え、それらをバランスよく育むことを重視 
 ○また、平成２９年度からは「スーパーシニア“ぎふっ子応援”事業」を開始 
  ・シニアの生きがいと子どもの豊かな学びの接点づくりを通じて、子どもの自己肯定感を醸成し、夢や目標を育む 
４．審議に際しての留意事項（上記） 

■審議に際しての留意事項 

① 変化の激しい社会を生き抜くため、心と体の健やかな成長を促すことの重要性 
② 施策の目的や対象を、市民の皆様に分かりやすく示すための工夫 
③ 現行計画の点検評価状況を踏まえ、重点施策において目標・指標を設定し、 
  （中略）事務の点検及び評価に役立てること 
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３．様々なニーズ 
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▼ 市教委が行う様々な施策に対するニーズ（顕在・潜在）を視覚的に整理 

▼ ニーズは個々に異なり、個人の内でも場面によって異なるため、重なり合った 図形で表現 

チャレンジ 

ボリューム 

サポート 

ソーシャル・キャピタル 

・基礎的な学力を育みたい 
・将来、岐阜市を支えていく 
 リーダーシップやシチズン 
 シップを育みたい 

・才能や個性を伸ばしたい 
・自分が興味を持って打ち  
 込めることを見つけたい 

・何らかの課題があって 
 前向きになれない 
・個の様相に応じた支援を 
 必要としている 

・様々な刺激を得て 
 健康でありたい 
・自分の経験を役立て 
 たい 

※ソーシャル・キャピタル（社会関係資本）：社会・地域における人々の信頼や結びつき 

※ 

※ 市教委作成、以下「ニーズを整理した図」という 
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４．国の資料から抽出した骨子 

※国の 「第３期教育振興基本計画策定に向けた基本的な考え方（案）」に基づき教育政策課作成、事前配付資料１０参照 

従来の教育 
＋ 

新たな課題 

▼ 国の「５つの基本的な方針」の概要は下記のとおり 

5
教育政策推進のための

基盤を整備する

主体的に社会に参画していくための力／学校で学ぶことと社会との接続／生きる力／知・徳・体の育成の現代的な意義／

主体的・対話的で深い学び（「アクティブ・ラーニング」の視点）／カリキュラム・マネジメント／

豊かな心や健やかな体を育む／いじめや不登校など生徒指導上の諸課題／キャリア教育・職業教育／

学校と地域の連携・協働／障がいのある子供への対応／日本語能力が十分でない子供への対応／

多様な人材と協働する力の育成

優れた才能の伸長を含め、それぞれの個性や能力を最大限に伸ばしていく／

英語をはじめとする外国語教育を強化／

イノベーションを牽引する人材の育成（理数分野を含め専門性の醸成／創造性を育む教育）／

スポーツや文化芸術分野に秀でた人材の育成（子供のうちから本物の専門家に出会う機会の充実）

夢と自信を持ち、

可能性に挑戦するために

必要となる力を育成する

1

社会の持続的な発展を

牽引するための

多様な力を育成する

2

生涯学び、

活躍できる環境を整える
3

学校指導体制の整備（小学校専科指導／専門スタッフと連携・分担する体制作り／業務の適正化）／

ＩＣＴの利活用（授業・学習面と校務面の両面で積極的に活用／児童生徒一人一台の教育用コンピュータ環境）／

国公立学校施設の耐震化はおおむね完了した一方で、老朽化が深刻化／

自らの安全を守るための能力を身に付けさせる安全教育を推進／学校図書館、社会教育施設等の教育環境の充実

５つの基本的な方針

一人一人が活躍していくための学びの継続／社会人の学びの継続・学び直しの推進／

障害者の自己実現を目指す生涯学習の推進／人生１００年を見据えた「二つ目の人生を生きる力」の養成

全ての人々が教育を受けられる機会の確保（教育費の負担軽減／多様なニーズを持つ子供が必要な教育を受けられる）／

学校・家庭・地域が連携した教育格差への対応（家庭・地域の教育力の充実／

学校を子供の貧困対策のプラットフォームと位置付け、学校教育による学力保障を図る／

学校を窓口とした福祉関係機関との連携／地域住民等の協力による学習支援）／

地域の多様な教育資源を効果的に活用し、親子の状況等に応じたきめ細かな対応を行い、教育機会の格差を解消していく

抽出したキーワード

誰もが

社会の担い手となるための

学びのセーフティネットを

構築する

4

骨 子 

才能を伸ばす 
＋ 

外国語教育強化 

ライフサイクル 

の変化を見据えた
生涯学習 

教育機会確保のための 
経済的支援 

＋ 
地域等と連携した 

学力保障・教育機会の 
格差解消 

教員の負担を軽減する 
ための人的支援 

＋ 
教育のＩＣＴ化等 
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５．国の教育政策に関する基本的な方針等 

出所：文部科学省資料（教育振興基本計画部会 Ｈ２９.７.２４配付）より転載 
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その他ネット接続可能な機器
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▼ スマートフォン・携帯電話の所有率が中学生になると４０％を超え、中学校２・３年生では過半数が所有 

（単位：％） 

インターネットにつながる端末を自分専用で持っている児童生徒の割合 

出所：岐阜市ＰＴＡ連合会調査（Ｈ２８.１０実施） ※自記式質問紙調査（児童生徒）、回答数３０１４４名 

６．身近な情報化 ① 



７．身近な情報化 ② 

▼ 新聞のニュース欄を読む児童生徒が減少傾向（高校生では特に顕著） 

▼ 一方で、過半数の生徒がインターネットのニュースを読んでいる 
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（単位：％） 

インターネットのニュースを読む高校生 

インターネットのニュースを読む中学生 

出所：ベネッセ教育総合研究所「第５回 学習基本調査」※２０１５年の有効回収数 小５：２６０１、中２：２６９９、高２：４４２６ 



８．家庭教育、学校教育、社会教育 

学校教育 

社会教育 

出所：浅井経子「生涯学習概論 －生涯学習社会への道－」（Ｈ２２.９／理想社） 

小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、大学、高等専門学校、 
特別支援学校および幼稚園で行われる教育 

学校教育、家庭教育以外の社会の中で行われる教育 

家庭教育 家庭で保護者が子どもに行うしつけや教育 

▼ 教育は主に以下の３つに分類できる 



９．家庭教育の一例 

▼ 過半数の家庭で、携帯電話、スマートフォン、ゲーム機等に関する「我が家のルール」を作成 
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子どもの情報機器の使用に関してルールを設けている家庭の割合 

出所：岐阜市ＰＴＡ連合会調査（Ｈ２８.１０実施） ※自記式質問紙調査（保護者）、回答数２４７０３名 

（単位：％） 



１０．保護者の意識等と学力の関係 ① 

▼ 保護者が以下の行動や考え方を示している方が、子どもの学力が高い傾向がみられる 

生活習慣 

子どもへの接し方・働きかけ 

読 書 

学 習 

文化・芸術・ 
自然体験活動 

子どもとの 
コミュニケーション 

毎日決まった時間に寝る／起きるようにしている、毎日朝食を食べさせている、 
テレビゲームで遊ぶ時間を限定している、携帯電話等の使い方に関するルールや 
約束を作っている（または、テレビゲームや携帯電話等を持たせていない） 

本や新聞を読むようにすすめている、読んだ本の感想を話し合ったりしている、 
小さい頃に絵本の読み聞かせをした 

子供の勉強を普段みている、計画的に勉強するように促している、 
子どもが英語や外国の文化に触れるよう意識している 

子どもと一緒に「博物館や科学館」「図書館」「美術館や劇場」に行く 

子どもと「学校での出来事」「勉強や成績」「将来や進路」「友達のこと」 
「社会の出来事やニュース」について話をする 

出所：「平成２５年度全国学力・学習状況調査 保護者に対する調査結果概要」※文部科学省によるお茶の水女子大学への委託研究 



１１．保護者の意識等と学力の関係 ② 

▼ 保護者が以下の行動や考え方を示している方が、子どもの学力が高い傾向がみられる 

子どもの教育に
対する考え方 

学校との関わり 

・高い学歴への期待 
・子どもの教育について、「自立できるようにする」「人の気持ちが分かる」 
 「自分の意見をはっきり言える」「将来の夢や目標に向かって努力する」ことの重視 

・学校の教育に関する意識（学校の教育目標やその達成に向けた方策を知っている、 
 学校や学級の教育活動に関する情報提供は役に立っている） 
・学校の活動への参加等（授業参観や運動会などの学校行事への参加、 
 ボランティアでの学校の支援、「地域には、ボランティアで学校を支援するなど、 
 地域の子どもたちの教育に関わってくれる人が多い」と感じている） 

出所：「平成２５年度全国学力・学習状況調査 保護者に対する調査結果概要」※文部科学省によるお茶の水女子大学への委託研究 

保護者の意識・考え方 



▼ 勉強が「嫌いから好き」になった子どもほど、「調べたり考えたりしたことを発表する」授業を受けている 

出所：ベネッセ教育総合研究所「（速報版）子どもの生活と学びに関する親子調査２０１５－２０１６」Ｐ１５から転載 

※同じ子どもに勉強の「好き」「嫌い」を尋ねており、その結果、勉強が「嫌いから好き」になった子どもが１割前後いることが分かった。その点に着目して調査結果を分析している。 

・調査時期 第１回：２０１５年７～８月、第２回：２０１６年７～８月   ・調査対象 全国の小学１年生から高校３年生の子どもとその保護者 
・第１、２回両方に回答した数：小学１～３（親：２８７２※保護者が回答）、小学４～６（子：２２４８、親：３４９８）、中学１～３（子：３３８４、親：３４００）、高校１～３（子：３０９０、親：３１０２） 

１２．意欲の変化 ① 



▼ 勉強が「嫌いから好き」になった小学生と高校生はこの１年間に「夢中体験」を多くしている 

出所：ベネッセ教育総合研究所「（速報版）子どもの生活と学びに関する親子調査２０１５－２０１６」Ｐ１６から転載 

※同じ子どもに勉強の「好き」「嫌い」を尋ねており、その結果、勉強が「嫌いから好き」になった子どもが１割前後いることが分かった。その点に着目して調査結果を分析している。 

・調査時期 第１回：２０１５年７～８月、第２回：２０１６年７～８月   ・調査対象 全国の小学１年生から高校３年生の子どもとその保護者 
・第１、２回両方に回答した数：小学１～３（親：２８７２※保護者が回答）、小学４～６（子：２２４８、親：３４９８）、中学１～３（子：３３８４、親：３４００）、高校１～３（子：３０９０、親：３１０２） 

１３．意欲の変化 ② 



※同じ子どもに勉強の「好き」「嫌い」を尋ねており、その結果、勉強が「嫌いから好き」になった子どもが１割前後いることが分かった。その点に着目して調査結果を分析している。 

・調査時期 第１回：２０１５年７～８月、第２回：２０１６年７～８月   ・調査対象 全国の小学１年生から高校３年生の子どもとその保護者 
・第１、２回両方に回答した数：小学１～３（親：２８７２※保護者が回答）、小学４～６（子：２２４８、親：３４９８）、中学１～３（子：３３８４、親：３４００）、高校１～３（子：３０９０、親：３１０２） 

▼ 勉強が「嫌いから好き」になった子どもは、自己肯定感が高い 

出所：ベネッセ教育総合研究所「（速報版）子どもの生活と学びに関する親子調査２０１５－２０１６」Ｐ２０から転載 

１４．意欲の変化 ③ 



１５．日本の１２～１８歳の生徒の特長 

▼ 自分たちを「創造的」とは捉えておらず、その割合はグローバルの同世代に比べて著しく低い 

日 本 米 国 英 国 オーストラリア ドイツ 

１ 

４ 

２ 

３ 

５ 

はずかしがり 
３３％ 

少しなまけ者 
３３％ 

協調性がある 
３０％ 

好奇心旺盛 
２２％ 

社交的 
１８％ 

創造的 
８％ 

頭がよい 
６３％ 

創造的 
４７％ 

努力家 
４７％ 

協調性がある 
４２％ 

好奇心旺盛 
３９％ 

努力家 
５０％ 

協調性がある 
４２％ 

社交的 
４０％ 

頭がよい 
３９％ 

創造的 
３７％ 

創造的 
４６％ 

協調性がある 
４４％ 

頭がよい 
４３％ 

社交的 
４２％ 

好奇心旺盛 
３７％ 

少しなまけ者 
４５％ 

創造的 
４４％ 

外向的 
４４％ 

頭がよい 
４０％ 

協調性がある 
４０％ 

出所：アドビシステムズ（調査時期 日本：Ｈ２９.５、他：Ｈ２８.９） ※回答数 日本５００人、米国１００７人、英国５０９人、オーストラリア５０５人、ドイツ５００人 

質問：以下の中からあなたに最も当てはまるものをお選びください（複数回答） 



１６．岐阜市生涯学習基本計画 

▼ 岐阜市市民参画部において第２次岐阜市生涯学習基本計画を下記の通り策定 

▼ 特に、生涯学習施策を進めるための関係機関の連携が謳われている 

計画期間 
■Ｈ２０年度からＨ２９年度までの１０年間 
 ・Ｈ２５年度に第２次生涯学習基本計画後期アクションプランを作成 

３つの重点課題 

■現代的課題を中心にした学習機会、学習情報の充実 

■生涯学習の成果が生かされる環境づくり（仕組みの整備） 

■「生涯学習によるまちづくり」を進めるための施設の体系化 

その他の課題 

■総合行政として生涯学習施策を進めるための関係機関の連携 

 ・生涯学習振興行政・社会教育振興行政の連携 

  ⇒市民参画部において実施されている生涯学習振興施策と 
    教育委員会で実施されている社会教育振興施策の目的の明確化 
  ⇒生涯学習センターで養成された市民講師、コーディネーターが、 
    生涯学習施設だけでなく、公民館等の社会教育施設、老人福祉センター・ 
    児童館・児童センター等の社会福祉施設で活躍できる方策を検討 

出所：第２次岐阜市生涯学習基本計画（後記アクションプラン）に基づき教育政策課作成 



ハード 

１７．社会教育に資する予算の状況 

出所：平成２９年度岐阜市予算事業内訳書に基づき教育政策課作成 

１００％ 

１００％ 

ソフト 

教
育
委
員
会 

教
育
委
員
会
外 

４９.２％ ５０.８％ 

６３.１％ ３６.９％ 

▼ 広義の社会教育は多岐にわたり、教育委員会外にも多くの資源が存在 

社会教育に資する予算の教育委員会・教育委員会外とソフト・ハードの比率 

（単位：千円） 

（２,７６５,７２１） （１,６１６,７４６） 

（３０５,９９６） （２９６,３７０） 

（６０２,３６６） １２.１％ 

（４,３８２,４６７） ８７.９％ 

（１,９１３,１１６） 
３８.４％ 

（３,０７１,７１７） 
６１.６％ 



１８．岐阜市スポーツ推進計画 

▼ 岐阜市教育委員会において岐阜市スポーツ推進計画を下記の通り策定 

計画期間 ■Ｈ２５年度からＨ３４年度までの１０年間 

基本理念 

■みんな活き生き「元気・健幸スポーツシティぎふ」 

 ・次代を担う子どもたちが夢や希望を抱くことができるような環境や 
  市民誰もが、いつでも、どこでも、気軽にスポーツを享受できる環境を整備し、 
  スポーツを通じて生涯にわたって心身ともに豊かな生活を実現する 

基本方針 

■（１）歩いて健康！スマートウエルネスぎふの推進 
 ・日常生活そのものが健康をつくり出すという視点 

■（２）市民スポーツ・レクリエーション活動の推進 
 ・市民の誰もが身近な場所で気軽にスポーツができる環境の整備 

■（３）学校体育・スポーツの充実 
 ・健全な食習慣を含む基本的生活習慣の確立とともに、スポーツ活動の充実 

■（４）競技スポーツの推進 
 ・競技スポーツ団体への支援並びに地元学校との連携協力 

■（５）スポーツ環境の整備・充実・利用 
 ・スポーツ活動の担い手づくり、施設・機能の充実などスポーツ環境の整備 

出所：岐阜市スポーツ推進計画に基づき教育政策課作成 



１９．岐阜市スポーツ推進計画に位置付けられた指標 

▼ 「スポーツを通じて生涯にわたって心身ともに豊かな生活を実現」するためには、 
  「その基礎となる児童期の体力・運動能力の向上が必要」として、 
  「計画期間内においては、その基礎となる指標」を下記のとおり設定 
   

目標指標
現状値

（H23年度）
目標値

（H30年度）

小学生の体力・運動能力調査
種目別・学年別全国平均クリア率

31% 60%

成人の週1、2回運動している人の割合 34% 65%

適正体重（BMI 18.5～25）を維持する
人の割合

72% 85%

出所：岐阜市スポーツ推進計画 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

２０．ソーシャル・キャピタル ① 

○ 人々の協調行動を活発にすることによって、社会の効率性を高めることのできる、 
  「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴 

○ 物的資本（Ｐｈｙｓｉｃａｌ Ｃａｐｉｔａｌ）や人的資本（Ｈｕｍａｎ Ｃａｐｉｔａｌ）などと並ぶ概念 
  ※参考：人的資本は、教育によってもたらされるスキル・資質・知識のストックを表す個人の属性 

（アメリカの政治学者、ロバート・パットナムの定義） 

（欧州（ＯＥＣＤ、英国、アイルランド）におけるソーシャル・キャピタルに対する認識） 

出所：厚生労働省資料、内閣府資料 

共通認識 

概念理解 

効果認識 

・持続可能なコミュニティの構築や地域発展のツール 

・コミュニティを結束させる潤滑油 

・物事をとらえるレンズ 

・経済成長や社会的イノベーション 

・自主的参加の促進 

・政策効果や経済、社会にとって非常に重要なもの 

▼ 定義等の参考情報は下記のとおり 



２１．ソーシャル・キャピタル ② 

保護者 子ども 

教 師 

保護者－地域 子ども－地域 

学校－地域 

家 庭 

学校組織 

保護者－学校 

保護者間 子ども間 

学 級 

▼ 校区内には、子どもを取り巻く様々なソーシャル・キャピタルの次元が存在している 

出所：露口健司「ソーシャル・キャピタルと教育－「つながり」づくりにおける学校の役割－（Ｐ１６）」（Ｈ２８．９／ミネルヴァ書房） 

子どもを取り巻く様々なソーシャル・キャピタルの次元 



２２．ソーシャル・キャピタル ③ 

▼ 現行計画の基本的方向性３「地域コミュニティのもつ教育力の積極的活用」において、 
  「ソーシャル・キャピタルの機能を活用した教育の推進」に取り組むとしている 

信頼関係や結びつきのイメージ 

青少年・
家庭 

学校 

ＰＴＡ 

地域住民 

自治会 

子ども会 

（上記の他に例として挙げられている団体等） 
ＮＰＯ、ボランティア、消防団、岐阜市、教育委員会など 

出所：現行計画に基づき作成 

警察 

青少年
育成市
民会議 

公民館 

民生委員・
児童委員 

児童相
談所 

保護司 



1570

1919

2389

2806

3600

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

Ｈ25.4 Ｈ26.4 Ｈ27.4 Ｈ28.4 Ｈ29.4

（単位：校） 

２３．全国のコミュニティ・スクール導入状況 

▼ コミュニティ・スクールの数が２８０６校（Ｈ２８.４.１現在）から、７９４校増の３６００校（Ｈ２９.４.１現在）となり、 
  昨年度と比べて増加数が倍（全国的に導入が加速）⇒岐阜市はＨ２７年度に全小中・特別支援学校に導入済 

コミュニティ・スクールの導入状況（学校数） 

※小・中学校、義務教育学校を集計すると、全国の１１.７％の学校がコミュニティ・スクールを導入している状況（Ｈ２９.４時点） 

出所：文部科学省資料 

岐阜市：全小・中・特別支援学校に導入完了 



２４．教員の働き方に関連する国の動き 

H10.9 中教審答申 
■今後の地方教育行政の在り方について 
・校長をはじめとする教職員一人一人が、その持てる力を最大限に発揮し、組織的、一体的に教育課題に取り組める  
 体制をつくることが必要 ⇒ このような観点から学校運営組織を見直すことが必要 

H27.12 中教審答申 

■チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について 
・子供を取り巻く状況の変化や複雑化・困難化した課題に向き合うため、教職員に加え、多様な背景を有する人材が  
 各々の専門性に応じて、学校運営に参画することにより、学校の教育力・組織力を、より効果的に高めていくことが 
 これからの時代には不可欠 ⇒ チームとしての学校 

※多様な専門人材が責任を伴って学校に参画し、 
  教員はより教育指導や生徒指導に注力 

H26.6に閣議決定された「日本再興戦略 改訂 2014」において、経済の好循環を引き続き回転させていくため、 
女性の活躍推進と働き方の改革が打ち出される 

H27.7 文科省通知 
■学校現場における業務改善のためのガイドライン 
・教育委員会は、教職員が業務を効率的・効果的に進めることができるような支援を行うとともに、関係団体等と連携して、 
 学校や教職員の働き方を改革するための取組を進めるべき 

H28.6 文科省通知 
■学校現場における業務の適正化に向けて 
・教員の長時間労働の状況を改善し、教員が子供と向き合う時間を確保するための改善方策を提案 
⇒教員の担うべき業務に専念できる環境を確保／部活動の負担を大胆に軽減 
  ／長時間労働という働き方を改善／国、教育委員会の支援体制を強化 

H29.6 中教審諮問 
■新しい時代の教育に向けた(中略)学校における働き方改革に関する総合的な方策について 
・次期学習指導要領を確実に実施するため、授業のほか部活動などで多忙となっている教員の働き方を見直し、 
 勤務環境を改善する必要がある ⇒ 長時間労働を抑制することは子供の教育にも良い影響として還元される 

H29.6に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2017」において、教員の長時間勤務の状況を 
早急に是正することとし、年末までに緊急対策を取りまとめることとされる 

出所：内閣府、文部科学省資料に基づき教育政策課作成 



２５．小学校教員の１日当たりの学内勤務時間（平日） 

▼ 前回調査の平成１８年度と比較して、いずれの職種でも勤務時間が増加 

11:23

12:12
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H１８年度 H２８年度

副校長・教頭

教諭

講師

校長

養護教諭

（単位 時間：分） 

出所：文部科学省資料（Ｈ２８.１０～１１月調査実施） ※回答数 小学校教員：８，９５１名、中学校教員：１０，６８７名 

小学校教員の学内勤務時間（平日）の増加 



２６．中学校教員の１日当たりの学内勤務時間（平日） 

▼ 前回調査の平成１８年度と比較して、いずれの職種でも勤務時間が増加 

（単位 時間：分） 

出所：文部科学省資料（Ｈ２８.１０～１１月調査実施） ※回答数 小学校教員：８，９５１名、中学校教員：１０，６８７名 

中学校教員の学内勤務時間（平日）の増加 
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出所：文部科学省資料（教育振興基本計画部会 Ｈ２９.７.２４配付）より転載 

２７．国の教育政策の検証改善サイクルに関する議論 



２８．目標・指標等に係る国の議論 

出所：文部科学省資料（教育振興基本計画部会 Ｈ２８.５.１７配付）より転載 


